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本
件
は
、
２
０
０
４
年
８
月
、
福
井
県
の

Ｋ
電
力
Ｍ
原
子
力
発
電
所
３
号
機
の
タ
ー
ビ

ン
建
屋
内
で
冷
却
用
の
二
次
系
配
管
が
破

裂
し
て
高
温
・
高
圧
の
蒸
気
が
噴
出
、
定
期

検
査
準
備
中
の
作
業
員
11
人
が
や
け
ど
を
負

い
、
う
ち
５
人
が
死
亡
し
た
事
故
で
あ
る
。

二
次
系
配
管
な
の
で
放
射
能
汚
染
は
な
か
っ

た
が
、
日
本
の
原
発
史
上
運
転
中
に
起
き
た

事
故
と
し
て
は
最
悪
の
惨
事
で
あ
り
、
安
全

管
理
の
姿
勢
が
厳
し
く
問
わ
れ
た
。

配
管
破
裂
の
原
因
は
、
水
流
に
よ
る
摩
耗

で
局
部
的
に
減
肉
が
生
じ
た
こ
と
で
あ
る
。

配
管
の
肉
厚
は
国
の
技
術
基
準
で
は
４
・
７
㎜

必
要
だ
が
、
運
転
開
始
当
時
10
㎜
だ
っ
た
も
の

が
破
裂
時
に
は
も
っ
と
も
薄
い
部
分
で
０
・
４

㎜
ま
で
減
肉
し
て
お
り
、
こ
れ
が
運
転
時
の
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加
重
で
破
損
し
た
と
推
定
さ
れ
て
い
る
。

配
管
破
裂
部
分
は
流
量
計（
オ
リ
フ
ィ
ス
）

の
下
流
部
で
、
こ
の
部
分
は
構
造
上
局
部
的

に
水
流
の
乱
れ
が
お
き
減
肉
が
生
じ
や
す

く
、
本
来
定
期
的
な
検
査
が
必
要
な
箇
所

だ
が
、
Ｍ
原
発
３
号
機
で
は
運
転
開
始
以
来

27
年
間
一
度
も
検
査
が
行
わ
れ
な
か
っ
た
。

Ｋ
電
力
は
、
原
発
製
造
元
Ｍ
重
工
に
体
系

的
な
減
肉
調
査
、
デ
ー
タ
評
価
な
ど
二
次
系

配
管
の
点
検
リ
ス
ト
作
成
、
検
査
作
業
を
依

頼
し
て
い
た
が
、
１
９
９
０
年
に
作
成
さ
れ
た

事
件
の
概
要

事
件
の
背
景
と
経
過

第21回

■年表（時系列で追う事件の概要）

福井県のK電力M原発3号機の運転開始。1976年12月

POINT 1 本件破断箇所が検査対象リストから漏れていた

本件破断箇所は構造上減肉が起こりやすい場所であるにもかかわらず検査対象リストから
漏れており、このため運転開始以来27年間一度も検査されなかった。

POINT 2 保全に関与した三者の連携が不十分

Ｋ電力、Ｍ重工、Ｎ社の破断箇所の検査対象リスト漏れに対する指摘、報告など発見後の
対応が不十分であり、有機的な連携がされていなかった。

K電力、全11の火力発電所で検査データの改ざん・ねつ造が判明。2004年5月

K電力、再発防止策を発表。2004年9月14日

経済産業省事故調査委員会、K電力、M重工、N社の三者に責任ありとの中
間報告。

2004年9月26日

経済産業省、K電力に行政処分（電気事業法に基づく定期検査にかかる優遇
措置の適用停止など）。

2004年11月5日

K電力、本件事故の最終報告を経済産業省に提出。同省事故調査委員会と
原子力安全・保安院が再発防止策が明確性を欠くとして追加報告を求める。

2005年3月1日

K電力、全148の水力発電所のうち146カ所で取水量の改ざんや申請手続き
の不備があったことを発表。

2007年12月14日

福井県警が、K電力社員5名、N社社員1名を業務上過失致死容疑で書類送検。2007年2月26日

K電力F社長、本件事故の責任をとり6月末の辞任を発表。A会長は留任。2005年3月25日

K電力が原子力本部を同社原発が集中する福井県M町に移転。2005年7月25日

M原発3号機が事故後2年半ぶりに再稼働。2007年1月10日

同型の加圧水型原発である米国サリー原発二次配管蒸気漏れ事故（1986年
12月）を受け、K電力が二次配管の自主的な検査指針を策定。しかし、本件
破断箇所が検査登録リストから漏れた。

1989年

K電力が、M原発の検査委託先をN重工からN社（K電力の関連会社）に変更。1996年

N社、検査箇所チェックで本件破断箇所の登録漏れを「発見」。11月にK電力
に指摘したが方法が不適切。

2003年4月

K電力が、本件破断箇所を点検箇所として追加登録（8月14日からの定期検査
で実施予定）。

2004年4月

福井県のK電力M原発3号機で2次系タービン配管が破断して蒸気が噴出し、
定期検査準備作業中の作業員5人が死亡し6人が重軽傷。

2004年8月9日

定期点検でK電力T原発3号機、0原発1号機でそれぞれ配管の「減肉」が発見
され管を取替え。2003年にも0原発4号機で同様の「減肉」が発見され、取
替え予定とする。

1998年

M重工がN社に検査漏れの事実を指摘も、N社はその時点ではK電力に報告
せず。

1999年4月
2000年8月

成功体験があだに？
巨大組織で徐々に鈍磨した安全意識
K電力Ｍ原子力発電所蒸気噴出事件



2010 July35

企業リスク検証

教 訓（結論）

点
検
リ
ス
ト
か
ら
は
す
で
に
破
損
箇
所
が
記

載
漏
れ
に
な
っ
て
い
た
。
Ｍ
重
工
で
記
載
漏

れ
と
な
っ
た
経
緯
は
不
明
だ
が
Ｋ
電
力
も
点

検
リ
ス
ト
の
チ
ェ
ッ
ク
を
し
て
い
な
か
っ
た
。

１
９
９
６
年
に
点
検
業
務
の
委
託
先
を
Ｍ

重
工
か
ら
自
社
の
関
連
会
社
Ｎ
社
に
変
更

し
た
が
、
こ
の
時
点
で
も
記
載
漏
れ
は
是
正

さ
れ
な
か
っ
た
。
そ
の
後
Ｍ
重
工
が
こ
の
事

実
を
指
摘
し
た
が
、
Ｎ
社
は
こ
れ
を
Ｋ
電
力

に
報
告
せ
ず
、
ま
た
Ｎ
社
が
２
０
０
３
年
に

検
査
箇
所
チ
ェ
ッ
ク
で
本
件
破
裂
箇
所
記
載

漏
れ
を
「
発
見
」
し
た
と
き
も
、
単
に
配
管

の
ス
ケ
ル
ト
ン
図
に
点
検
箇
所
を
記
載
し
た

こ
と
を
も
っ
て
報
告
と
し
、
Ｋ
電
力
に
適
切

な
注
意
喚
起
を
し
な
か
っ
た
。
Ｋ
電
力
は
２

０
０
４
年
に
本
件
破
断
箇
所
を
定
期
検
査

の
点
検
箇
所
に
追
加
登
録
し
た
が
、
検
査
・

補
修
は
数
ヶ
月
先
の
定
期
検
査
ま
で
先
送

り
に
し
た
。
こ
の
定
期
検
査
の
準
備
作
業
中

に
本
件
事
故
が
発
生
し
た
も
の
で
あ
る
。

原
子
力
安
全
・
保
安
院
は「
Ｋ
電
力
、
Ｍ

重
工
、
Ｎ
社
の
三
者
が
関
与
す
る
配
管
の
減

肉
管
理
ミ
ス
」
が
事
故
の
原
因
で
あ
る
と
し

た
が
、
こ
れ
は
上
記
の
よ
う
な
理
由
に
よ
る

も
の
で
あ
る
。

Ｋ
電
力
は
、
日
本
の
電
力
会
社
で
初
め
て

Ｔ
Ｑ
Ｃ
活
動（
全
社
的
品
質
管
理
活
動
）に

取
り
組
み
、
Ｔ
Ｑ
Ｃ
優
等
生
と
い
わ
れ
、
発

電
所
の
運
転
・
保
守
管
理
で
定
評
が
あ
っ
た
。

１
９
８
４
年
に
は
デ
ミ
ン
グ
賞
も
受
賞
し
た
。

Ａ
会
長
は
当
時
こ
の
責
任
者
で
あ
り
、
Ｆ
社

長
は
そ
の
下
で
活
動
を
推
進
し
て
い
た
。

し
か
し
、
そ
の
20
年
後
に
は
火
力
発
電
所

の
自
主
検
査
報
告
書
に
デ
ー
タ
改
ざ
ん
な

ど
多
数
の
不
正
記
載
が
判
明
し
、
ま
た
今

回
の
事
故
で
検
査
を
委
託
業
者
に
丸
投
げ

す
る
な
ど
同
社
の
安
全
・
品
質
管
理
面
の
甘

さ
が
露
呈
さ
れ
た
。

経
済
産
業
省
に
提
出
し
た
本
件
最
終
報

告
書
が
、
事
故
調
査
委
員
会
、
原
子
力
安

全
・
保
安
院
か
ら
再
発
防
止
策
が
具
体
性

を
欠
く
と
し
て
再
々
提
出
ま
で
求
め
ら
れ
た

が
、
こ
れ
は
同
社
の
安
全
確
保
へ
の
認
識
が

相
当
鈍
磨
し
て
い
た
こ
と
を
疑
わ
せ
る
。

他
方
で
保
守
管
理
に
お
い
て
効
率
化
を
重

視
し
て
い
た
こ
と
も
否
め
な
い
。Ｋ
電
力
の
原

発
は
当
時
11
基
あ
り
同
社
発
電
量
の
65
％

を
占
め
て
い
た
。
電
力
９
社
平
均
の
29
％
と

比
べ
原
発
依
存
度
が
際
だ
っ
て
高
い
。
大
型

原
発
を
１
日
止
め
る
と
１
億
円
程
度
の
損
失

に
な
る
の
で
、
運
転
停
止
を
と
も
な
う
定
期

検
査
の
効
率
化
が
経
営
上
の
重
要
命
題
で

あ
り
、
こ
の
た
め
定
期
検
査
日
数
の
短
縮
な

ど
効
率
化
が
進
め
ら
れ
、90
年
代
の
３
ヶ
月

が
事
故
時
点
で
は
最
短
で
40
日
程
度
で
あ
っ

た
。
配
管
寿
命
も
独
自
基
準
で
残
寿
命
を

長
く
見
積
っ
て
い
た
。
検
査
委
託
先
を
Ｎ
社

に
変
更
し
た
こ
と
も
、
Ｋ
電
力
は
中
立
性
を

保
つ
た
め
と
説
明
す
る
が
、
委
託
費
削
減
も

考
慮
し
た
も
の
と
推
測
さ
れ
る
。

デ
ミ
ン
グ
賞
受
賞
と
い
う
成
功
体
験
が
か

え
っ
て
安
全
確
保
へ
の
取
り
組
み
を
過
信
す

る
組
織
風
土
を
形
成
し
て
し
ま
っ
た
の
だ
ろ

う
。事

故
後
Ｋ
電
力
で
は
29
項
目
の
再
発
防

止
策
を
掲
げ
安
全
優
先
の
意
識
を
浸
透
さ

せ
改
善
を
進
め
て
き
た
。
原
発
の
保
全
業
務

に
つ
き
①
メ
ー
カ
ー
、
協
力
会
社
と
の
役
割

分
担
の
明
確
化
、
②
請
負
、
委
託
業
者
と
の

間
で
要
求
事
項
や
検
収
内
容
、
役
割
の
明

確
化
、
③
メ
ー
カ
ー
、
協
力
会
社
と
の
情
報

共
有
の
推
進
、
④
業
務
遂
行
能
力
向
上
の
た

め
の
教
育
の
充
実
、
⑤
業
務
プ
ロ
セ
ス
に
つ
き

よ
り
現
場
に
密
着
し
た
監
査
の
強
化
、
な
ど

の
諸
施
策
で
あ
る
。

こ
れ
ら
の
取
り
組
み
は
着
実
に
実
施
さ

れ
、
安
全
文
化
は
そ
れ
な
り
に
根
付
い
た
と

評
価
さ
れ
て
い
る
が
、
か
つ
て
の
Ｔ
Ｑ
Ｃ
優
等

生
の
安
全
確
保
へ
の
認
識
が
鈍
磨
し
た
轍
を

踏
ま
な
い
よ
う
、
機
会
あ
る
毎
に
安
全
文
化

を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

さ
ら
に
、Ｋ
電
力
で
は
、「
火
力
発
電
所
事

故
で
辞
任
し
た
経
営
者
は
い
な
い
」「
継
続

的
に
安
全
管
理
体
制
を
構
築
す
る
必
要
が

成功体験を忘れて初心に立ち返ることが必要

大きな成功体験があったことが逆に安全対策の姿勢に対して
過信を生じさせたと思われる。つねに厳しい安全対策を心が
ける必要がある。

経営トップの責任を厳しく追及することが必要

経営トップの責任を明確にしないで抜本的な組織改革はでき
ない。良好な安全文化を形成するためには内向きの組織論と
は訣別する必要がある。

あ
る
」
な
ど
を
理
由
に
社
長
及
び
実
力
者

会
長
は
辞
任
せ
ず
、社
長
退
陣
は
事
故
の
10

ヶ
月
後（
し
か
し
安
全
対
策
の
責
任
者
と
し

て
取
締
役
に
は
留
任
、１
年
後
に
取
締
役
相

談
役
に
）、会
長
は
そ
の
ま
ま
留
任（
１
年
後

に
退
任
）し
た
。
こ
こ
に
は
世
論
か
ら
か
け

離
れ
た
内
向
き
の
組
織
論
が
見
え
隠
れ
す

る
。
こ
の
よ
う
な
姿
勢
が
あ
る
限
り
真
の
意

味
で
の
安
全
文
化
の
形
成
は
相
当
に
困
難

で
は
な
い
か
と
の
批
判
も
あ
る
。
巨
大
な
組

織
で
あ
る
電
力
会
社
で
は
つ
ね
に
厳
し
い
安

全
対
策
を
心
が
け
る
必
要
が
あ
り
、今
後
も

継
続
的
に
実
践
で
き
る
か
を
見
守
り
た
い
。

事
件
の
背
景
と
本
件
の
位
置
づ
け

対
応
と
評
価


